
２.  退  職  等  年  金  経  理 

（１） 事業の概要 

 

退職等年金経理は、国家公務員共済組合法第74条に規定する退職等年金給付及び法第102条の2

に規定する財政調整拠出金（法第 102条の 3第 1項第 4号に掲げる場合に行われるものに限る。）

に関する取引を経理する。 

 

 

（２）経理の概況 

 

イ  経常損益 

経常収益の総額は114,192百万円となっている。 

このうち「負担金収入」は52,995百万円となっている。 

「掛金収入」は52,974百万円となっている。 

「その他の収入」は 8,224 百万円となっている。なお、｢その他の収入｣は「受取利息」等の運用収

入である。 

一方、経常費用の総額は2,515百万円となっている。 

「給付金」は1,081百万円となっている。 

「財政調整拠出金」は155百万円となっている。 

「業務経理へ繰入」は305百万円となっている。 

「その他の経費」は974百万円となっている。 

 

この結果、経常損益は111,678百万円となった。 

 

ロ  特別損益 

特別利益は8百万円となっている。 

一方、特別損失は4百万円となっていることから、特別損益は4百万円となった。 

 

ハ  当期損益 

以上の結果、当期損益は 111,682 百万円となり、この利益金は全額退職等年金給付積立金に積み立

てることになる。 

なお、運用収入から運用に係る費用を控除した正味運用収入額は 7,250 百万円となり、本年度の運

用利回りは1.33％となった。 



（３）資産の内訳 

 

イ 「資産合計」は606,287百万円となっている。 

また、退職等年金給付積立金は606,081百万円となっている。 

 

ロ  ｢預託金」は216,700百万円となっている。 

 

ハ  ｢包括信託｣は220,173百万円となっている。 

 

ニ 「投資不動産及び不動産の取得を目的とする貸付金等」は156,704百万円となっている。 

  このうち｢特借宿舎｣に対する投資は90,520百万円となり、直営病院や宿泊所等の福祉事業に対する

「不動産の取得を目的とする貸付金等」は53,095百万円となっている。 

 

ホ  単位共済組合に対する｢組合貸付金｣は3,015百万円となっている。 

 

 

（参 考） 

区  分 元年度末 2年度末 増△減 増△減率 

長 期 組 合 員 数 1,078千人 1,084千人 6千人 0.6％ 

年 金 受 給 権 者 数 16千人 28千人 12千人 76.9％ 

一 人 当 た り 年 金 額 4千円 4千円 0千円 8.3％ 

（注1）2年度末の長期組合員数は概数である。 

（注2）年金受給権者数及び一人当たりの年金額は、終身退職年金分を計上している。 

 



退 職 等 年 金 経 理 主 要 科 目 損 益 比 較 表

科 　　　　  目 元年度決算額 ２年度決算額 増 △ 減 額 増△減率

経   常   収   益

    負   担   金   収   入      53,119,455 52,994,562 124,893△         0.2△         

    掛     金     収     入 53,090,011 52,973,956 116,055△         0.2△         

    そ  の  他  の  収  入 7,910,256 8,223,835 313,579 4.0

114,119,722 114,192,353 72,632 0.1

    給         付         金 642,408 1,080,993 438,585 68.3

    財 政 調 整 拠 出 金 346,914 154,576 192,338△         55.4△        

    業 務 経 理 へ 繰 入     303,793 305,247 1,454 0.5

    そ  の  他  の  経  費 881,366 973,940 92,574 10.5

2,174,481 2,514,755 340,274 15.6

111,945,241 111,677,598 267,643△         

    前 期 損 益 修 正 益 3,446 8,091 4,645 134.8

特   別   損   失

    前 期 損 益 修 正 損 1,447 4,005 2,558 176.8

1,999 4,086 2,087

111,947,240 111,681,684 265,556△         

計

経   常   損   益

特   別   利   益

当     期     損     益

特   別   損   益

(単位：千円、％）

計

経   常   費   用



退 職 等 年 金 経 理 資 産 構 成 割 合

金      額 割 合 金      額 割 合 増△減率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

332,663,243 67.1 446,566,981 73.7 113,903,738 34.2

9,017,213 1.8 9,694,389 1.6 677,176 7.5

323,646,030 65.3 436,872,592 72.1 113,226,562 35.0

預 託 金 163,500,000 33.0 216,700,000 35.7 53,200,000 32.5

包括信託（自家運用） 160,146,030 32.3 220,172,592 36.3 60,026,562 37.5

154,137,519 31.2 156,704,383 25.8 2,566,864 1.7

103,193,900 20.9 103,609,433 17.1 415,534 0.4

特 借 宿 舎 89,920,088 18.2 90,519,954 14.9 599,866 0.7

旧 令 病 院 等 13,273,811 2.7 13,089,479 2.2 △ 184,332 1.4 △      

50,943,620 10.3 53,094,950 8.8 2,151,330 4.2

8,245,608 1.7 3,015,141 0.5 △ 5,230,467 63.4 △    

495,046,371 100.0 606,286,505 100.0 111,240,134 22.5

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しない場合がある。

増△減率

千円 千円 千円 ％

年 間 平 均 資 産

323,013,320 2.04 ％
435,383,504 1.61 ％
546,967,778 1.33 ％

（年度末現在）

元 年 度 決 算 ２ 年 度 決 算 増　　 △　減 

22.6

金      額

111,681,684

投 資 不 動 産

不 動 産 の 取 得 を
目 的 と す る 貸 付 金 等

組 合 貸 付 金

短 期 性 ・ 長 期 性 預 金

短 期 性 預 金 等

長 期 性 預 金 有 価 証 券 等

投 資 不 動 産 及 び 不 動 産 の
取得を目的とする貸付金等

2 7,249,896

（単位：千円）

年度 正 味 運 用 収 入 額 運 用 利 回 り

元 7,028,890

区 分

及 び 有 価 証 券 等

30 6,581,498

                              年度別運用利回り

資 産 合 計

（参  考）

区             分 元 年 度 決 算 ２ 年 度 決 算 増 △ 減 額

退 職 等 年 金 給 付 積 立 金 494,399,096 606,080,780



区  分 

共済組合

参 議 院

内 閣

法 務 省

外 務 省

文 部 科 学 省

厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

裁 判 所

日 本 郵 政

合 計 (A)

（参考）貸付金経理別内訳

単位組合

医療経理

宿泊経理

47,096,433 428,697 47,525,130

5,571,942 142,575 5,714,517

退職等年金経理 経過的長期経理 計

3,441,717 123,438 3,565,154

2,682,952 0

9,220,374 3,107,554

(注) 1．退職等年金経理及び経過的長期経理は、国家公務員共済組合法施行令第9条の3第4項（平成27年国共経過措置政令
           第145条において準用する場合を含む。）の規定による合同運用を実施しているため、合計額を計上している。

1,118,142 0

0 13,525

10,000 0

2,469,937 1,650,122

1,152,575 152,575

700,000 420,000

245,000 232,700

91,768 93,632

750,000 545,000

　　　  組 合 別 貸 付 金 額

（単位：千円）

令和元年度決算額 令和２年度決算額



退　職　等　年　金  経  理

貸  借  対  照  表
令和3年 3月31日現在

            借        方 金    額             貸        方 金    額

円 円 円 円

流 動 資 産 9,694,388,811 流 動 負 債 205,724,891

7,672,999,311 201,878,738

117,541,276 3,846,153

1,903,848,224

固 定 資 産 596,592,116,009 205,724,891

(596,592,116,009)

436,872,591,798 剰   余   金 606,080,779,929

103,609,433,371 (606,080,779,929)

56,110,090,840 606,080,779,929

606,080,779,929

606,286,504,820 606,286,504,820資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

預 り 金

負 債 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 性 預 金

投 資 不 動 産
退 職 等 年 金
給 付 積 立 金

長 期 貸 付 金
退 職 等 年 金
給 付 積 立 金

現 金 ・ 預 金

未 収 収 益

未 払 金

未 収 金



退　職　等　年　金  経  理

損  益  計  算  書
自 令和 2年 4月 1日
至 令和 3年 3月31日

            損        失 金    額             利        益 金    額

円 円 円 円

経 常 費 用 2,514,755,271 経 常 収 益 114,192,353,260

(2,209,508,708) (105,968,518,034)

1,030,154,346 52,994,562,095

12,476,208 52,973,955,939

38,362,550 (8,223,835,226)

1,262,576 752,040,003

972,677,028 631,780,112

154,576,000 6,840,015,111

(305,246,563)

305,246,563 特 別 利 益 8,090,947

8,090,947

4,004,870

4,004,870

111,681,684,066

114,200,444,207 114,200,444,207

（注）当期利益金 111,681,684,066円は、国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７号）第９条第３項の規定により
      積立金を増額して整理する。

合 計

業 務 経 理 へ 繰 入

特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損

当 期 利 益 金

合 計

前 期 損 益 修 正 益

保 険 料

財 政 調 整 拠 出 金

遺 族 給 付 運 用 収 入

受 取 利 息

繰 入 金

負 担 金 信 託 の 運 用 益

賃 貸 料

事 業 費 用 事 業 収 益

退 職 給 付 負 担 金 収 入

障 害 給 付 掛 金 収 入



重 要 な 会 計 方 針 等 

 

１．信託における収益の認識方法 

長期性預金に含まれる包括信託における収益の認識方法は、発生主義によっている。 

 

２．その他の財務諸表作成のための重要な事項 

（１） 消費税の会計処理方法 

税込方式によっている。 



１．子会社及び関連会社の株式の明細
該当なし

２．出資先団体等に対する出資の明細
該当なし

３．子会社及び関連会社に対する債権及び債務の明細
該当なし

４．関連公益法人等の基本財産に対する拠出金等の明細
該当なし

５．国庫補助金等の明細
該当なし

６．役員及び連合会に使用される者の給与費の明細
該当なし

７．その他主な資産、負債の明細



預 金 明 細 表

種 類 区 分 　摘      要

預 金 普 通 預 金

預 託 金

包 括 信 託

(参考)  包括信託内訳

種 類 　摘      要金 額

自 家 運 用

円

国 内 債 券 220,172,591,798

計 436,872,591,798

合       計 444,545,591,109

長 期 性 預 金
財 政 融 資 資 金 216,700,000,000

日本マスタートラスト信託銀行 220,172,591,798

三 井 住 友 信 託 銀 行 ほ か ２ 行 7,672,999,311

取 引 金 融 機 関 名 金 額

円



前 期 繰 越 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

円 円 円 円

8,687,733,337 12,151,782,074 17,397,798,818 3,441,716,593

48,128,725,332 803,627,977 1,835,920,658 47,096,432,651

2,372,769,512 3,199,172,084 0 5,571,941,596

59,189,228,181 16,154,582,135 19,233,719,476 56,110,090,840

（参考）退職等年金経理及び経過的長期経理の合同運用による組合別内訳

貸付区分 貸 付 先 前 期 繰 越 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要
円 円 円 円

長 期 医 療 経 理 10,345,471,081 0 973,896,347 9,371,574,734

宿 泊 経 理 2,714,516,853 0 0 2,714,516,853

小 計 13,059,987,934 0 973,896,347 12,086,091,587

参 議 院 91,768,364 23,218,000 21,354,408 93,631,956

内 閣 750,000,000 147,000,000 352,000,000 545,000,000

法 務 省 700,000,000 420,000,000 700,000,000 420,000,000

外 務 省 245,000,000 37,700,000 50,000,000 232,700,000

文 部 科 学 省 524,800,000 0 67,200,000 457,600,000

厚 生 労 働 省 2,469,937,000 0 819,815,000 1,650,122,000

農 林 水 産 省 1,152,575,241 0 1,000,000,000 152,575,241

経 済 産 業 省 0 217,650,911 204,125,911 13,525,000

裁 判 所 1,118,141,778 0 1,118,141,778 0

日 本 郵 政 2,682,951,933 0 2,682,951,933 0

小 計 9,735,174,316 845,568,911 7,015,589,030 3,565,154,197

22,795,162,250 845,568,911 7,989,485,377 15,651,245,784

宿 泊 経 理

合 計
（注）「当期増加額」及び「当期減少額」には、合同運用のための増減額を含む。

合計(A)

退職等年金経理及び経過的長期経理は、国家公務員共済組合法施行令第９条の３第４項（平成２７年経過措置政令第
１４５条において準用する場合を含む。）の規定による合同運用を実施しているため、合計額を計上している。

医 療 経 理

貸　　付　　金　　明　　細　　表

【退職等年金経理】

貸 付 先

単 位 組 合



未 収 金 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

負 担 金 収 入 717,519,708 防 衛 省 共 済 組 合 ほ か

給 付 金 106,230 年 金 受 給 者 ほ か

仮 受 金 精 算 335,833,522 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

負 担 金 等 精 算 141,585,562 厚 生 年 金 保 険 経 理 ほ か

立 替 金 24,530 業 務 経 理 手 数 料 等

預 り 金 1,537 所 得 税 還 付

業 務 経 理 へ 繰 入 38,576,437 業 務 経 理 繰入金戻入額

利 息 相 当 ・ 賃 貸 料 14,045,251 経 過 的 長 期 経 理

資 金 回 送 24,375,335 年 金 口 座 ３月末入金

信 託 の 運 用 益 631,780,112 日本マスタートラスト信託銀行

合　　　　計 1,903,848,224

未 収 収 益 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

預 金 利 息 5,813 三 菱 UFJ 信 託 銀 行 ほ か

貸 付 金 利 息 13,237,129 文 部 科 学 省 ほ か

預 託 金 利 息 101,872,971 財 政 融 資 資 金

投 資 不 動 産 2,425,363 旧 令 共 済 病 院 賃貸料

合　　　　計 117,541,276



未 払 金 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

負 担 金 収 入 49,019,917 日 本 郵 政 共 済 組 合 ほ か

掛 金 収 入 7,500 厚 生 労 働 省 共 済 組 合

給 付 金 20,416,504 年 金 受 給 者

仮 受 金 精 算 68,880 厚 生 年 金 保 険 経 理

負 担 金 等 精 算 131,771,805 厚 生 年 金 保 険 経 理

利 息 相 当 ・賃 貸料 594,132 経 過 的 長 期 経 理

合　　　　計 201,878,738

預 り 金 明 細 表

種　　　　別 金　　　　額 氏　　　　名 摘　　　　　　要

円

給 付 金 834,623 年 金 受 給 者

所 得 税 2,722,830 年 金 受 給 者

住 民 税 288,700 一 時 金 受 給 者

合　　　　計 3,846,153



  投 資 不 動 産 明 細 表
【退職等年金経理】

当期減 当期償還額 期末現在額 摘要

円 円 円 円 円
264,777,095 0 30,690,401,929

0 0 0 0 0

2,420,297,581 264,777,095 0 30,690,401,929

76,362,924,012 0 △ 4,645,508,766

9,075,001,000 76,362,924,012 0 7,873,384,804 77,564,540,208

76,362,924,012 7,873,384,804 72,919,031,442

76,627,701,107 7,873,384,804 103,609,433,371

（参考１）退職等年金経理及び経過的長期経理の合同運用を含む内訳

区 分 施設名 種目 数量 当期減 当期償還額 期末現在額 摘要

　　投
㎡ 円 　 円 円 円 円

　　資 旧 郵 政 土　地 273.28 31,817,202 0 198,150

　本物

　部件

　関

　係 計 273.28 31,817,202 0 198,150

     

横 須 賀 建　物 75,106.41 0 540,523,000 13,386,186,000

　ほか３件

合 計 Ａ 75,379.69 31,817,202 540,523,000 13,386,384,150

B RC W

件 件 件 　 円 円 円 円 円
土　　　地

559 0 251,062,948 0 32,703,163,793

戸 戸 戸
建　　　物

10,632 0 0 0 7,332,861,804 64,178,354,208

0 251,062,948 7,332,861,804 96,881,518,001

  総 計  (A+B） 0 282,880,150 7,873,384,804 110,267,902,151

区 分 期首現在額 当期増

土 地 （ 合 同 運 用 仮 勘 定 ） 28,534,881,443 2,420,297,581

合 計 103,193,899,529 84,916,619,753

建 物 （ 退 職 等 年 金 経 理 ）
建 物 74,659,018,086 82,496,322,172

日 本 郵 便 ㈱

防 衛 省

土 地 （ 退 職 等 年 金 経 理 ）
土 地 28,534,881,443

建 物 （ 合 同 運 用 仮 勘 定 ） 65,584,017,086 6,133,398,160

計 75,106.41

71,511,216,012

区    分

期首現在額 当期増

32,015,352 0

32,015,352 0

13,926,709,000 0

13,926,709,000 0 0 540,523,000 13,386,186,000

構 造 ・ 数 量
期首現在額 当期増

13,958,724,352 0

   ほか１社 32,954,226,741

特借宿舎
当期減 当期償還額 期末現在額 摘要

118,424,167,105

退職等年金経理及び経過的長期経理は、国家公務員共済組合法施行令第9条の3第4項（平成27年経過措置政令第145条において準用する場
合を含む。）の規定による合同運用を実施しているため、合計額を計上している。

合　計 Ｂ 104,465,442,753

旧
令
共
済
病
院

投

資

物

件



増　加　額 減　少　額

円 円 円 円

退職等年金
給付積立金

494,399,095,863 111,681,684,066 0 606,080,779,929

利 益 剰 余 金 計 算 書

自令和２年　４月　１日　　　　至令和３年　３月３１日

0 円

111,681,684,066 円

△ 111,681,684,066 円

△ 111,681,684,066 円

0 円

貸借対照表計上額 摘　　　要

　　　　　　　    　   　　　       　　積 立 金 明 細 表

区　　　分 前期繰越額
当　　　　　　期

１．積 　 立　  金

２．当 期 利 益 金

３．当 期 処 分 額

             　　退職等年金給付積立金へ積立

            積      立     金
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